
令和5年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実績について

（単位　円）

単位

低所得世帯に対する価格高騰
生活支援給付金（追加給付）

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。

R5.11.22 R6.5.31 4,360,510,000 4,360,510,000
対象世帯に対して令和6年１月まで
に支給を開始する。

月 1 1 1 〇

低所得世帯に対する価格高騰
生活支援給付金（追加給付）
事務費

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行い、低所得の方々の
生活を維持するにあたって必要な事務経費

R5.11.22 R6.5.31 57,499,347 58,000,000
対象世帯に対して令和6年１月まで
に支給を開始する。

月 1 1 1 〇

低所得世帯に対する価格高騰
生活支援給付金（住民税均等
割のみ課税世帯）

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得世
帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

R6.2.15 R6.7.31 411,670,000 420,000,000
対象世帯に対して令和6年3月まで
に支給を開始する。

月 3 3 3 〇

低所得世帯に対する価格高騰
生活支援給付金（住民税均等
割のみ課税世帯）事務費

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得世
帯への支援を行い、低所得の方々の生活を維持するにあたって
必要な事務経費。

R6.2.15 R6.7.31 5,290,594 5,399,613
対象世帯に対して令和6年3月まで
に支給を開始する。

月 3 3 3 〇

低所得世帯に対する価格高騰
生活支援給付金（こども加算）

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得世
帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

R6.2.15 R6.7.31 458,250,000 475,000,000
対象世帯に対して令和6年3月まで
に支給を開始する。

月 3 3 3 〇

低所得世帯に対する価格高騰
生活支援給付金（こども加算）
事務費

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得世
帯への支援を行い、低所得の方々の生活を維持するにあたって
必要な事務経費。

R6.2.15 R6.7.31 5,131,629 5,400,000
対象世帯に対して令和6年3月まで
に支給を開始する。

月 3 3 3 〇

調整給付（定額減税にかかる
システム改修経費）

エネルギー・⻝料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者が
定額減税の恩恵を十分に見込まれない場合に、定額減税や他の
給付措置とのバランスにおいて可能な限り公平を確保するために
必要な適切な支援を行う。

R6.2.15 R6.3.31 16,498,680 16,500,000
調整給付の支給にかかるシステム
改修を令和６年３月までに実施す
る。

月 ― 3 3 〇

価格高騰生活支援給付金給
付事業(所得割のみ非課税・
給付金)

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得世
帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

R5.5.19 R6.3.31 193,710,000 193,710,000
給付金受給対象世帯数（住民税所
得割のみ非課税世帯70,000の
95％）

世帯 6,650 6,650 6,457 △

うち交付金
充当額

成果目標
（定量的指標）

従前値 目標値 実績値 達成度総事業費事業名 事業概要
事業開始
年月日

事業完了
年月日



令和5年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実績について

（単位　円）

単位

うち交付金
充当額

成果目標
（定量的指標）

従前値 目標値 実績値 達成度総事業費事業名 事業概要
事業開始
年月日

事業完了
年月日

価格高騰生活支援給付金給
付事業(所得割のみ非課税・
事務費)

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得世
帯への支援を行い、低所得の方々の生活を維持するにあたって
必要な事務経費。

R5.5.19 R6.3.31 14,752,387 14,752,387
給付金受給対象世帯数（住民税所
得割のみ非課税世帯70,000の
95％）

世帯 6,650 6,650 6,457 △

R5第２回子育て応援臨時
給付金

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた子育て世
帯へ児童１人当たり１万円を支給することで経済的支援を行う。

R6.2.15 R6.6.30 865,012,683 617,252,000 対象児童数 人 ー 90,000 85,775 △

令和５年度第２回福祉施設等物
価高騰特別対策給付金事業（私
立保育所等）

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた児童福祉
事業者等に対し給付金を支給することにより、サービスの安定的
な提供を維持する。

R6.2.15 R6.3.29 58,590,000 43,900,000
交付施設数
（私立保育所・私立認定こども園：
81施設、認可外保育施設：71施設）

施設 - 152 152 〇

合計 6,446,915,320 6,210,424,000


